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研究成果の概要（和文）：　病院小児科の減少に伴う小児患者のアクセスの変化を解析するため、全国の救急搬
送人員データベースの解析、消防本部へのアンケート調査、小児の居住地から主たる医療機関までの最短距離の
計測を行った。
　夜間においては地域外への搬送の割合が高まるものの、小児の収容所要時間の中央値は40分弱で時間帯による
収容所要時間の差は小さかった。全国の750消防本部にアンケート調査を実施した結果、平成22年と26年の4年間
において最も搬送数が多い病院名に大きな変化はなかった。また、全国の小児の95%は、居住地から小児科医が1
名以上存在する病院から20km圏内、小児科医が5名以上存在する病院から50㎞圏内に居住していた。

研究成果の概要（英文）：The number of hospitals providing pediatric medical services is decreasing. 
However, the change of accessibility of children to these services was unknown. In this study, I 
analyzed transport time of pediatric emergency patients to medical institutions by severity and time
 zone, and geographic accessibility of children to the nearest hospital which provide pediatric 
inpatient services.  
Median time required to transport of pediatric emergency patients was less than 40 minutes in 
daytime and at night, and there were no major changes of transport of children between 2010 and 
2014. The share of main medical facilities to which pediatric patients were transported increased 
from 2010 to 2014. 95% of children in Japan lived within 20 km from a hospital with at least 1 
full-time equivalent pediatricians, and within 50km from one with at least 5 pediatricians.

研究分野： 子ども学、医療政策

キーワード： 小児医療提供体制　救急搬送　地理情報システム　アクセス
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１．研究開始当初の背景 
 小児科を標榜する病院数は、平成 2 年の
4,120 施設をピークとして、年々減少してい
る。平成 18 年には 3,075 施設、平成 25 年に
は 2,680 施設となっている。小児救急患者の
受け入れは主に病院小児科が担っている。こ
のため、小児科を標榜する病院の減少ととも
に、小児救急患者の多くは以前よりも遠方の
医療機関に搬送されている可能性が高い。 
 重症患者の救急搬送においては、収容所要
時間（通報から医療機関到着まで時間）の長
短が救命率に大きな影響を与える。特に、重
症患者では、発症から決定的治療を開始する
までの時間が１時間を超えると救命率が著
しく低下する。 
 現時点では、病院小児科の減少に伴って小
児救急症患者の搬送時間がどう変化したか
を解析した研究は存在しない。総務省消防庁
発行の「救急・救助の現況」において、救急
搬送人員の増加に伴って収容所要時間が延
長したとの報告がなされてはいる。しかし、
全国の救急搬送患者総数における収容所要
時間の平均値は解析されているものの、年齢
区分別、重症度別および時間帯別に収容所要
時間が解析されているわけではない。 
 
２．研究の目的 
（１）医療機関への収容所要時間（通報から
医療機関への収容までの時間平均）を重症度
別・時間帯別に算出する。 
 重症度の高い患者の収容所要時間が短け
れば、いくら軽症患者の収容所要時間が長く
ても、患者が生命の危険にさらされることは
ない。一方、重症度の高い患者では収容所要
時間の長短が救命率に大きな影響を与える。
また、日中は多くの医療機関が小児の診療を
行っているのに対し、夜間は限られた医療機
関しか小児の診療を行っていない。したがっ
て、時間帯によって収容所要時間に差がみら
れるはずである。 
 そこで、全国の救急搬送人員データベース
を用いて、重症度別・時間帯別に小児の救急
搬送における収容所要時間の平均値を計算
する。また、重症患者、特に重症外傷患者で
は医療機関への収容所要時間が 1時間を超え
ると救命率が低下する。そこで、1 時間を超
える収容所要時間を要した搬送人員の比率
を重症度別・時間帯別に計算する。 
 
（２）医療機関の所在地に関して小児の地域
外搬送比率を重症度別・時間帯別に算出する
とともに日中・夜間の主な小児の搬送医療機
関に関するアンケート調査を実施する。 
 収容所要時間は、搬送先の医療機関が遠方
であれば当然長くなる。重症度に高い患者の
治療では高度医療機関への搬送が必要とな
って搬送距離は延長する。また、診療する医
療機関が少ない時間帯では同様に搬送医療
機関は遠方となる。そこで、各消防本部に平
成 22年と 26年の日中と夜間の小児患者の主

な搬送医療機関名についてアンケート調査
を行う。 
 
（３）小児の居住地から主たる病院小児科ま
での距離を地理情報システム(GIS）により計
測し、小児の医療機関への地理的アクセスを
計算する。 
 
３．研究の方法 
（１）消防庁提供の救急搬送人員データベー
スの解析 
 総務省消防庁から提供された平成 19 年か
ら 24 年の各年約 500 万人分の救急搬送人員
データベースから 18 歳未満の搬送データを
抽出し、通報時間および重症度（到着時死亡、
重症、中等症、軽症）別に、管轄地域外への
搬送の有無、収容所要時間（通報から医療機
関収容までの時間）を解析する。 
 
（２）全国の消防本部へのアンケート調査 
 平成 22 年と 26 年の平日日中、日曜日中、
平日・日曜の夜間における最も搬送数が多い
病院について、全国 750 の消防本部にアンケ
ート調査を行う。 
 
（３）地理情報システム（GIS）による全国
の小児の主たる病院小児科への距離計測 
 常勤小児科医師数の多寡によって、小児入
院施設には診療報酬上の 5 つの区分がある
（小児医療入院管理料）。これらの診療報酬
上の区分に関する届け出は、各地方の厚生局
になされている。そこで、小児入院医療管理
料の各区分別の病院のリストを各厚生局か
ら入手する。 
地理情報システム（GIS）により病院小児

科の所在地を緯度経度に変換し、全国各地を
10 万から 20 万程度に分割した小地域との距
離を緯度経度の差から計算し、各小地域から
最寄りの病院小児科までの距離および移動
にかかる時間を推定する。そして、最寄りの
病院小児科までの距離が一定の距離圏や時
間圏に居住する小地域の小児人口を同定す
る。 
 
４．研究成果 
（１）小児救急搬送患者の重症度別・時間帯
別の収容所要時間 
 収容所要時間（消防本部への通報から医療
機関への収容までの時間）を、新生児、乳幼
児、学童（消防庁資料では男女合わせて少年
と記載）の年齢層に分けて解析した。 
 収容所要時間の中央値は、新生児34.0分、
乳幼児 39.0 分、少年 32.0 分であった。 
 重症度別にみると、収容所要時間の中央値
は重症＞中等症＞軽症の順となっていた。
95%タイル値も同様であった。 
（中央値） 
・新生児：死亡 40.5 分、重症 36.5 分、中等
症 34.0 分、軽症 33.0 分 
・乳幼児：死亡 27.0 分、重症 31.0 分、中等



症 30.0 分、軽症 31.0 分 
・少年（男女とも）：死亡 31.0 分、重症 35.0
分、中等症 34.0 分、軽症 33.0 分。 
 時間帯別にみると、新生児では日中（9～
17 時）33.0 分、準夜（17～1 時）33.0 分、
深夜（1～9 時）35.0 分であった。乳幼児で
は日中 30.0 分、準夜 31.0 分、深夜 31.0 分
であった。少年では日中 32.0 分、準夜 33.0
分、深夜 33.0 分であった。重症度別・時間
帯別に収容所要時間には大きな差異を認め
なかった。 
 また、平成 20 年から 24 年の 1日全体の収
容所要時間の平均の推移を見ると、新生児で
は 37.8 分～38.3 分、乳幼児では 30.8 分～
33.4 分、少年では 32.3 分～35.6 分と若干延
長していたが、この傾向は成人や高齢者を含
む全体の傾向と大きな違いはなかった。 
 
（２）全国の各消防本部における小児の最多
搬送機関 
 18 歳未満の搬送患者数が最も多い医療機
関が平成 22年と 26年において一致した消防
本部は、平日日中が79.2%、日曜日中が71.1%、
平日・日曜夜間が 83.3%であった。 
 これらの最多搬送医療機関が全体の小児
の搬送数に占める比率（シェア）は、平成 22
年から 26 年にかけて、平日の日中は 31.5～
33.4％（1.9％上昇）、日曜の日中は 33.5～
36.0％（2.5％上昇）、平日・休日の夜間 35.1
～37.2％（2.1％上昇）と各時間帯で上昇し
ていた。 
 
（３）小児の居住地から主たる病院小児科ま
での最短距離について 
 小児入院医療管理料の施設基準ごとに，病
院小児科からの各距離圏とその圏域内に居
住する小児人口の比率を計算すると、最寄り
の病院小児科（1 人以上の常勤小児科医が存
在）から 20km 圏内に全国の小児の 95％が居
住していた。また、小児入院医療管理料１～
３（常勤小児科医が 5人以上）の病院から 50
㎞圏内に全国の小児の 95%が居住しているこ
とが判明した。 
 全国の自動車の速度実態に合わせて主た
る病院小児科（日本小児科学会が提唱する約
500 施設の中核病院小児科・地域小児科セン
ター：ほぼ小児入院医療管理料 1～3 の病院
に相当）に自動車で 60 分以内に到達できる
（全国の道路の自動車の通行速度を反映）地
域の小児人口を計算した結果、この圏域に全
国の小児の 94.3%が居住していることが判明
した。 
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